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第２期事務事業定期監査結果報告 

 

第１ 対象 

   総合政策局、財政局、稲毛区役所及び若葉区役所（区選挙管理委員会事務局を含む。）、 

水道局、会計室並びに議会事務局が実施した事務事業 

 

第２ 期間 

令和３年１２月１日から令和４年３月２９日まで 

 

第３ 重点項目 

１ 財務監査 

 （１）収入事務 

   ア 減免は適正に行われているか。 

   イ 督促は適正に行われているか。 

 （２）支出事務 

   ア 支払の時期は適正か。 

   イ 補助金等の交付事務は適正に行われているか。 

 （３）契約事務 

   ア 入札価格等の積算根拠の確認は適切に行われているか。 

   イ 随意契約は適正に行われているか。 

 （４）財産管理事務 

    債権管理は適正に行われているか。 

 

２ 行政監査 

   公文書及び備品の管理は、適正かつ効率的に行われているか。 

 

第４ 着眼点 

主な着眼点を次のとおり設定した。 
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種別 項目 着  眼  点 

財 

 

務 

 

監 

 

査 

 

１ 

収 

入 

事 

務 

（１）調定額の算定は適正に行われているか。また、漏れはないか。 

（２）減免の理由及び手続は適正か。 

（３）納入の通知は適正に行われているか。 

（４）領収書の取扱いは適正に行われているか。 

（５）現金出納簿は、遅滞なく正確に記帳されているか。また、日々出納関係

帳簿等の点検を行っているか。 

（６）収納金は適正に保管されているか。また、私金と混同してないか。 

（７）収納金は遅滞なく指定金融機関等に払い込まれているか。 

（８）釣銭資金の設定、取扱いと保管は適正に行われているか。 

（９）収納率低下の場合、その原因の把握及び対策は適切か。 

（10）督促、催告及び時効中断手続は適正に行われているか。 

２ 

支 

出 

事 

務 

（１）支出負担行為及び支払の時期は適正か。また、漏れはないか。 

（２）支出負担行為額の算出に誤りはないか。 

（３）支払は正当な債権者のためのものであるか。また、支払期限は守られて

いるか。 

（４）支出の特例による支払方法（資金前渡、概算払、前金払、繰替払等）及

び精算等の手続は、法令等に定めるところにより適時、適正に行われてい

るか。 

（５）検査検収は確実に行われ、かつ、物品供給、修繕等の事実のないものは

ないか。 

（６）委託の内容は適切か、性質上委託することが不適切なものはないか。ま

た、その効果の確認は行われているか。 

（７）補助金等の算出は合理的な基準により行われているか。 

（８）補助金等の交付条件は適切に付され、条件どおり交付、履行されている

か。 

３ 

契 

約 

事 

務 

（１）入札の公告等の諸手続は適正、かつ公正に行われているか。 

（２）設計書及び仕様書は適正に作成されているか。 

（３）予定価格及び最低制限価格の算定は適正に行われているか。 

（４）入札参加者等の指名において業者選定審査会等を設置し、適正・公正さ

を保つ手続がとられているか。 

（５）随意契約による場合、その理由は適正か。 

（６）長期継続契約による場合、その理由は適正か。 

（７）継続費の総額又は繰越明許費の範囲内におけるものを除くほか、翌年度

以降経費の支出を伴う契約については予算で債務負担行為として定めて

いるか。 

（８）権限を超えた契約及び恣意に分割している契約はないか。また、決定権 

限を有しない者による契約はないか。 

（９）契約書、見積書等関係書類及び帳簿は的確に整備されているか。また、

これらの内容は適正か。 

（10）個人情報を取り扱う契約事務は、適切に行われているか。 

（11）監督及び検査、検収、立会いは厳正に行われているか。 
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４ 

財 

産 

管 

理 

事 

務 

（１）財産の取得及び処分の手続は適正か。違法又は不当なものはないか。 

（２）財産台帳は調製され、取得、処分、所管換え等の異動について正確に記

録されているか。また、財産は財産台帳及び附属図面と合致しているか。

財産台帳外に存するものはないか。 

（３）公有財産は効率的に運用されているか。遊休化しているものについて、

活用方途は講じられているか。また、不法占拠されているものはないか。 

（４）違法又は不当な財産の管理はないか。また、違法又は不当に財産の管理

を怠っている事実はないか。 

（５）公有財産の貸付（使用許可）は適正に行われているか。 

（６）物品は正しく分類整理されているか。また、備品票は正確に貼付されて

いるか。 

（７）物品の現在高は帳簿残高と一致しているか。また、帳簿外物品はないか。 

（８）金券類等の保管の方法、場所は適切か。 

（９）紛失、破損、盗難品、廃品その他不用品の処理は適正に行われているか。 

（10）債権の記録は適正に行われているか。 

（11）基金に係る収支の記録は正確か。また、収支の計算に誤りはないか。 

行 

政 

監 

査 

公
文
書
及
び
備
品
の
管
理 

（１）公文書の分類・作成・保存は適正に行われているか。 

（２）公文書の廃棄は適正に行われているか。 

（３）備品の保管方法及び保管場所は適切か。また、有効に活用されているか。 

（４）備品の受入れ、管理換え、一時貸借、不用の決定、不用物品の処分等の

手続は適正に行われているか。 

 

 

※ 上記以外については、全国都市監査委員会の定めた「監査等の着眼点」を参考とする。 

 

第５ 主な実施内容 

監査は、千葉市監査基準に基づき実施した。 

監査に当たっては、関係書類の審査、関係職員からの説明聴取及び現地調査等の方法

により行った。 

 

第６ 日程 

日 付 内 容 

令和３年 ６月 ２日 監査実施通知  

令和３年１１月２４日 概況説明の聴取 令和３年度第１０回監査委員会議 

令和４年 ３月２２日 復命 令和３年度第１４回監査委員会議 
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第７ 監査の結果 

前記のとおり監査した限りにおいて、監査の対象となった事務事業は、おおむね適正

に執行されていたが、次のとおり改善、検討及び周知の必要があるものが認められた。 

なお、以下において「指摘」とは、不適切な事案に対し、是正、改善等の措置を求め 

るもの、「意見」とは、事案に対する見解を示したもの、「周知」とは、既に是正、改善 

等の措置がされた事案について注意喚起を行うものである。 

 

１ 財務監査 

（１）収入事務 

ア 規程を見直すべきもの（水道局） 

（ア）事案及び問題点 

市水道局の料金徴収は外部委託をしており、平成２４年度の市上下水道料金徴   

     収一元化以降、受託者が納入義務者から徴収した収納金は、市下水道事業会計を 

経由し、市水道局へ納入されている。 

一方で、千葉市水道局料金徴収業務委託規程（平成４年千葉市水道局規程第２ 

号）第４条によると、「徴収及び収納事務を受託しようとする者は、収納した金 

額を納付書と領収済通知書を添えて出納取扱金融機関へ即日納入しなければな 

らない。ただし、出納取扱金融機関が閉店した後に収納した場合は、出納取扱 

金融機関の翌営業日に納入することができる。」と定められており、規程が現状 

に即していないものとなっている。 

（イ）指摘 

   水道局においては、関係規程の見直しを行われたい。 

 

イ 事業所税の減免を適正に行うべきもの（財政局） 

   （ア）事案 

事業所税の減免について、従業者割の減免税額算定に係る１円未満の端数処理   

     を確認したところ、切上げとしているものと切捨てとしているものが混在してお 

り、処理方法が統一されていなかった。 

   （イ）問題点 

端数処理の方法について明文化されたものはなく、考え方が整理されていない 

     ため、担当者が個々の判断で算定していた。 

なお、従業者割の額によっては、納付すべき税額に影響を及ぼす場合がある。 

   （ウ）指摘 

事業所税の減免税額算定に係る端数処理方法について、考え方を整理した上で 

     明文化し、処理方法を統一されたい。 
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（参考） 

 納付すべき税額に影響を及ぼす場合の例 
・資産税割額 0円、減免対象となる従業者給与総額を 6,400,200円と仮定 

・減免を受けようとする従業者割額（端数処理前） 

6,400,200円×0.25／100×100／100＝16,000.5 

※0.25／100：税率（従業者割） 

   100／100 ：減免の割合（割合は、減免の対象となる施設等の種類によって変わる。） 

 

（１）従業者割額を切上げした場合の減免税額 

（資産税割額）0＋（従業者割額）16,001＝（事業所税額）16,001円 

                           ↓100円未満の端数切上げ 

        16,100円 

（２）従業者割額を切捨てした場合の減免税額 

（資産税割額）0＋（従業者割額）16,000＝（事業所税額）16,000円  

↓100円未満の端数切上げ 

        16,000円 

〇従業者割額を切捨てとすると、切上げする場合よりも減免税額が 100円低くなり、納付額

が 100円多くなる。 

 

ウ 法人市民税の減免に係る処理期間について（財政局） 

   （ア）事案及び問題点 

法人市民税の減免申請は、当該年度の４月３０日までに行うこととされている 

が、次のような要因により、申請受付後の処理期間が長期となっている。 

一つに、収益事業開始の届出状況などの確認のため、税務署に照会しているが、 

その結果が判明するのは申請から概ね６か月経過した頃となることが通常であ 

る。 

二つに、法人市民税均等割のみを課される公益法人等が均等割の減免を受けら 

     れる要件は、前年４月１日から現年３月３１日までの期間中、収益事業を行って 

いないことであり、これを確認するために事業報告書等の提出を求めている。多 

くの法人は事業年度と減免申請の対象となる期間が同一のため、決算が確定する 

６月頃に事業報告書等が提出されるが、当該法人の事業年度が当該期間と異なる 

場合には、２事業年度分の事業報告書等を審査することになり、２か年目の事業 

報告書等は、２か年目の事業年度の終了後に提出されるため、減免申請の期限で 

ある４月３０日から相当な期間が経過することがある。 

      このように、減免申請の審査を行うには税務署からの回答及び法人の事業報告 

書等の双方が必要となっており、申請から、少なくとも６か月程度の期間を要し 

ている。 

      また、減免決定の通知日を確認したところ、申請から概ね３か月以内には事業

報告書等が提出されているにもかかわらず、税務署からの回答を受けた後、さら

に２か月程度経過しているものが散見された。 

（イ）意見 

減免申請の処理期間が長期となっていることに関して、審査方法の見直しなど  

制度設計の再検討により審査期間を短縮し、減免処分の処理期間を適正化する必 

要があると考える。 
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（２）支出事務 

ア 定期支払制度の支払予定日を見直すべきもの（会計室） 

（ア）事案及び問題点 

本市では、ＯＡ機器のリース料や施設の保守管理業務委託料など、契約により 

     支払時期及び支払金額があらかじめ確定しており、年度内の支払回数が３回以上 

のものの支払方法を簡略化するため、定期支払制度※を導入しており、支払予定 

日は１５日又は月末を指定することとなっている。本制度を利用した場合、請求 

書の提出が不要となることから、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 

２４年法律第２５６号。以下「支払遅延防止法」という。）で定める適法な支払 

請求を受けた日は、検査を終了した日になると考えられる。 

しかしながら、当該制度を利用した契約の支払は月ごとの完了払となっている 

     ケースが多く、検査が履行日の翌日（履行月の翌月１日）に終了すると、指定し 

た支払予定日が月末で、月末が３１日となる月においては、支払遅延防止法に定 

める支払時期（工事代金を除き、適法な請求を受けた日から３０日以内の日）ま 

でに支払うことができない状況となっている（検査が履行日に終了すると、月末 

が３０日となる月においても支払遅延防止法に定める支払時期までに支払うこ 

とができない。）。 

（イ）指摘 

      定期支払制度は、業務の効率化を図る上で、有効な制度であることから、支払 

     遅延の発生が生じることのないよう、本制度で指定できる支払予定日を見直され 

たい。 

 

※ 定期支払制度 

      支払時期及び支払金額が確定している年度内の支払回数が３回以上の契約に 

     ついて、定期支払申込書を受領することで、支払のたびに、請求書を受領するこ 

となく支払ができる制度 

 

（参考） 

支払遅延となる例 

履行日 検査日（請求日） 支払日 支払までの期間 

４月３０日 ５月 １日 ５月３１日 ３１日 

３月３１日 ３月３１日 ４月３０日 ３１日 
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（３）財産管理事務 

ア 重要物品の定義について（会計室） 

（ア）事案及び問題点 

決算において作成される財産に関する調書には、重要物品の現在高等を記載す 

     ることとされている。本市においては、千葉市物品会計規則（昭和５２年千葉市 

規則第４９号）において、取得価格又は評価価格５０万円以上の物品を重要物品 

と定義し、財産に関する調書に記載している。 

しかしながら、他の指定都市の重要物品の記載状況を確認したところ、浜松市 

     は２００万円以上、その他の指定都市は１００万円以上の物品等を記載しており、    

     本市は他の指定都市が重要物品として記載していないような物品についても、財 

産に関する調書に現在高等を記載している状況となっている。 

なお、５０万円以上という価格設定は４０年以上、見直しが行われていない。 

（イ）意見 

決算において作成される財産に関する調書は、他の指定都市との比較分析等に 

     も活用が期待できるものであることから、比較分析等が有効に行えるよう必要に 

応じて重要物品の定義を見直すことを検討されたい。 

 

（４）その他 

ア 書類の性別欄について（保健福祉局） 

（ア）事案及び問題点 

      本市においては、市職員等がＬＧＢＴについて、正しい理解の下、状況に応じ   

     た適切な対応ができるよう「ＬＧＢＴを知りサポートするためのガイドライン」 

を作成しており、当該ガイドラインにおいては、書類の性別欄について、法的に 

義務づけられたものや事務の性質上必要であるものを除いて廃止することとさ 

れている。 

      しかしながら、介護給付を受けるための申請書については、千葉市介護保険規 

     則（平成１２年千葉市規則第７４号）が改正され、性別欄が廃止されているにも 

かかわらず、区役所には性別欄が設けられた申請書が提出されていた。 

   （イ）原因 

      市ホームページに規則改正前の申請書が掲載されたままになっていた。 

      なお、監査期間中に、規則改正後の性別欄を廃止した申請書に更新されている。 

   （ウ）周知 

    公務に従事するに当たり、性的指向や性自認に関する必要な配慮は、男女平等 

   や人権尊重の観点からも求められることから、各所管においては、書類に不要な 

性別欄を設けていないか改めて点検されたい。 
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２ 行政監査  

 （１）公文書及び備品の管理 

    地方公共団体は、法律や条例などに基づき市民の権利を制限したり、市民に一定の

義務を課するとともに、市民の福祉を向上させるために様々なサービスを提供してい

る。これらの事務を地方公共団体の行政組織はそれぞれ分担し、互いに協力して処理

しているが、そこでは、行政を正確かつ公平に処理するだけでなく事務の安定性、継

続性を確保することが不可欠であり、文書による事務の処理が求められている（文書

主義の原則）。市民の生活に深い関わりあいを持つ地方公共団体の事務は、その多く

が文書によって処理されており、その取扱いの適否は公共の利益に多大な影響を与え

ることになることから、文書の重要性を十分認識し、取り扱わなければならない。 

    また、備品については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３７条第１項

において、公有財産、債権及び基金とともに「財産」として位置づけられており、そ

の管理運用については、地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）第８条において「地

方公共団体の財産は、常に良好の状態においてこれを管理し、その所有の目的に応じ

て最も効率的にこれを運用しなければならない。」と規定されている。行政において

物品の管理については、行政を遂行していく上での重要な業務の一つであるとの認識

を持ち、管理意識の徹底を図り、より効率的で効果的な活用を図ることが必要である。 

    さらに、本市では、本庁舎の再整備が進められており、新庁舎への移転を予定して

いる所管課も数多くあることから、公文書及び備品については、適正な管理の徹底が

求められているところである。 

    これらを踏まえ、前記第３のとおり「公文書及び備品の管理は、適正かつ効率的に

行われているか。」を重点項目に、前記第４のとおり着眼点を設定し、監査を実施す

ることとした。 
    ＊公文書：実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録であ

って、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有し

ているもの（組織共用文書）（千葉市情報公開条例第２条第２項） 

＊備品：その性質形状を変えることなく比較的長時間にわたり使用できる物品及び性質が 

消耗性のものであっても形状の永続性のある標本、美術品、陳列品等をいう（千葉市 

物品会計規則第２条第１項第９号）。 

 

（２）指摘 

ア 文書を適切に保存すべきもの（財政局） 

   （ア）事案及び問題点 

      財政局においては、平成２９年度に作成した保存期間を３年とする支出負担行

為関係書（紙）の保存期間満了時に、誤って、保存期間を５年とする支出命令書

（紙）（請求書の原本を添付したものをいう。以下単に「支出命令書（紙）」とい

う。）を一緒に廃棄した。 

   （イ）原因 

      千葉市公文書取扱規程（平成４年千葉市訓令（甲）第１０号）によると、各所

管課が共通に取り扱う事務に関するフォルダ名及び保存期間は総務局長が定め

るものとされている。これを受けて作成された「共通文書に係るフォルダ一覧表」

によると、支出負担行為関係書はその種別に従って３年、５年又は１０年保存す

るものとされ、支出命令書はその種別に従って５年又は１０年保存するものとさ

れている。 
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支出命令書（紙）については、平成２８年度までは会計室が保存し、各所管課 

が支出命令書の写し（控え）を支出負担行為関係書と同一の簿冊に綴って保存し 

ていた。 

      平成２９年４月からの新財務会計システムの稼働開始等に伴い、支出命令書

（紙）は会計室ではなく各所管課で保存することとなったが、多くの所管課が従 

前どおり支出命令書（紙）を支出負担行為関係書と同一の簿冊に綴っていた。 

      公文書取扱規程においては、保存期間を異にする文書を一連の文書として整理 

する場合における当該文書の保存期間は、それらの文書のうち最も長期のものと 

するとされているところ、監査対象部局において、簿冊の背表紙等に保存期間が 

短い「支出負担行為関係書」等の名称を記載して保存している事例が多数見受け 

られた。このため、支出負担行為関係書の保存期間満了時に、誤って、保存期間 

満了前の支出命令書（紙）も一緒に廃棄してしまうリスクが生じることとなった。 

      このような中、平成２９年度に作成した３年保存の支出負担行為関係書につい 

ては、令和２年度末でその保存期間を満了し廃棄の時期を迎えたことから、上記 

の誤廃棄のリスクが顕在化し、支出負担行為関係書と同一の簿冊で保存されてい 

た５年保存の支出命令書（紙）が、保存期間満了前であるにもかかわらず誤って 

廃棄された。 

   （ウ）指摘 

      文書の保存及び廃棄については、規則等に基づき、適正に行われたい。 

保存期間を異にする文書を一連の文書として同一の簿冊に綴る場合には、簿冊 

の背表紙等に最も長期の文書名を記載する等、誤廃棄しないような対策を講じら 

れたい。 

（参考） 

    公文書取扱規程 抜粋 

(文書の分類) 

第３４条 局長等は、事務及び事業の性質、内容等に応じ、系統的に文書を分類し、そのフォ

ルダーごとにその名称及び保存期間を定めなければならない。 

2 前項の規定にかかわらず、各所管課が共通に取り扱う事務に関するフォルダー名及び保存期

間は、総務局長が定める。 

(文書の整理) 

第３７条 所管課長は、処理の完結した文書を、当該文書の完結した年度内に、次に定めると

ころにより整理しなければならない。 

（１） 年度ごとに区分して整理すること。ただし、年度ごとに区分することが適当でないも

のは、暦年等の方法により区分することができる。 

（２） フォルダー名ごとに区分して、フォルダー又は簿冊により整理すること。 

（３） 保存期間を異にする文書であっても、それらの文書相互に密接な関係があるときは、

一連の文書として整理することができる。この場合において、当該文書の保存期間は、そ

れらの文書のうち最も長期のものとする。 

（４） 簿冊で整理する場合にあっては、背表紙等にフォルダー名、所管課名、保存期間その

他必要な事項を表示すること。 

2 図面等は、前項の規定にかかわらず、別に適宜の方法によって整理することができる。 

3 前 2項の規定により整理する場合にあっては、文書主任は、フォルダー名、保存期間等の必

要事項が起案用紙等にもれなく記載されているかどうか確認しなければならない。 



 

- 10 - 

   「新財務会計システムにおける支出命令書等の取扱いについて」（平成２９年３月３１日付け会計室長通知） 抜粋 

10 支出命令関係書類の保管 

支出命令書はこれまで会計室の固有文書として全庁分を保管してきましたが、平成２９年度 

から作成される支出命令は共通文書（保存期間５年又は１０年）となりますので、各所管課で 

保存することになります。スキャンした後の請求書の原本等は、決裁完了後の支出命令等を出 

力して添付し、保管するようにしてください。 

    「支出命令書（紙）の誤廃棄の防止について」（令和元年８月５日付け総務課長、財政課長、会計室長通知） 抜粋 

「支出負担行為関係書」と「支出命令書」などの相互に密接な関係がある文書は、保存期間が

異なっていても一連の文書として保存することができますが、この場合の保存期間は、その中で

最も長期のものに合わせてください。 

 

   イ 区役所における文書主管課としての業務を適正に行うべきもの（若葉区役所） 

（ア）事案及び問題点 

若葉区役所地域振興課においては、完結した文書の引継依頼等、文書主管課と 

して行うべき区内各課への周知や書類の提出依頼の一部が行われていなかった。 

（イ）指摘 

      若葉区役所における文書主管課として、区内の各課に対し、公文書取扱規程に 

定められた必要な手続を行うよう周知・依頼するなどして、区役所における文書 

管理が適正に行われるよう必要な措置を講じられたい。 

（参考） 

    公文書取扱規程 抜粋 

(定義) 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（６） 文書主管課 総務局総務部総務課(中略)及び区役所地域振興課をいう。 

(文書主管課長の職務) 

第５条 文書主管課の長(以下「文書主管課長」という。)は、市役所又は区役所に到達する文書

の収受、配布及び市役所又は区役所からの発送並びに文書の保存の事務を行う。 

(文書の引継ぎ) 

第３９条 文書は、その完結した日の属する年度の翌々年度の 6月末日までに、文書保存箱に収

納し、文書主管課に引き継がなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、所管課長は、引継ぎをしないことについてやむを得ない理由があ

ると認められる文書については、引継ぎをしないことができる。 

(引継文書の保存) 

第４１条 文書主管課長は、引継文書をその保存期間中文書庫において適正に保存しなければな

らない。 

(文書の廃棄) 

第４３条 文書主管課長は、引継文書のうち保存期間を経過したものを廃棄しなければならな

い。この場合において、文書主管課長は、所管課長の承認を受けるものとする。 

２ 所管課長は、所管課保存文書のうち保存期間の経過したものを廃棄しなければならない。こ

の場合において、保存期間が 3年以上の文書を廃棄するときは、2週間前までに文書主管課長

に通知しなければならない。 
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(保存期間の延長) 

第４４条 所管課長は、前条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる文書については、10 年を超

えない期間で保存期間を延長するものとする。ただし、延長後の保存期間が経過した場合にお

いて、再び延長することを妨げない。 

（１） 現に監査、検査等の対象となっているもの 

（２） 現に係属中の争訟における手続上の行為をするために必要とされるもの 

（３） 現に開示の請求の対象となっているもの 

（４） その他所管課長が事務処理上特に必要があると認めたもの 

２ 前項の規定により保存期間を延長する文書が引継文書であるときは、保存期間延長申請書を

文書主管課長に提出してその承認を受けなければならない。  

 

   ウ 物品の管理を適正に行うべきもの（財政局、若葉区役所） 

   （ア）事案及び問題点 

      財政局及び若葉区役所の現地調査において、物品の管理状況を確認したところ、

廃棄又は所在不明になっているにもかかわらず、引き続き備品明細一覧表に記録

されたままになっていたものが多数見受けられた。 

また、備品票が標示されておらず、備品明細一覧表と照合することが困難なも 

のが散見された。 

   （イ）原因 

      千葉市物品会計規則（昭和５２年千葉市規則第４９号）に基づき、会計室から

年２回、備品の確認を求められているが、確認が十分に行われていなかった。 

   （ウ）指摘 

      物品の管理については、規則等に基づき適正に行われたい。 

   

   （参考） 

    物品会計規則 抜粋 

（物品の管理の義務） 

第２９条  

２ 物品管理者は、管理する備品の使用状況について、毎年度１回以上、備品明細一覧表に記録

されている内容と照合して確認しなければならない。 

(備品票の標示) 

第３８条 物品管理者は、（中略）受け入れた物品のうち備品については、備品票を物品取扱員等

をして作成させ標示しなければならない。ただし、標示することができないと認められるもの

については、この限りでない。  
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（３）意見 

    今回の行政監査における指摘事項は前記のとおりであるが、次のような事例が見受 

けられたことから意見を述べる。 

 

   ア 支出負担行為関係書及び支出命令書の保存期間の見直しを検討すべきもの（総務

局） 

（ア）事案及び問題点 

１期及び２期を通じ、平成２９年度作成の支出命令書（紙）（５年保存）が、 

保存期間満了前であるにもかかわらず誤って廃棄された事例が確認された。 

また、誤廃棄が確認されなかった部局においても、簿冊の背表紙等に「支出負 

担行為関係書 保存期間３年」と記載している事例が多数見受けられたことから、 

支出負担行為関係書と支出命令書の保存期間が異なることによる文書の誤廃棄 

のリスクは非常に高いものであると言わざるを得ない。 

（イ）意見 

      文書管理の制度所管課である総務課においては、支出負担行為関係書と支出命

令書の保存期間の設定が適正かどうかを再度検討した上で、保存期間を統一する

など、文書の誤廃棄が生じにくい仕組みを構築する必要があると考える。 

 

（参考） 

千葉市公文書管理規則（平成１２年千葉市規則第９３号） 抜粋 

別表 

公文書の区分 保存期間 

現金の出納に関するもの（※支出命令書が該当） ５年 

契約及び協定等に関するものでその効力を有する期間が 3年以下のもの

（※支出負担行為関係書が該当） 

３年 

  
 

イ 補助金関係書類の保存期間の見直しを検討すべきもの（総務局） 

（ア）事案 

補助金関係書類の保存期間については、従前は５年とされていたが、平成２４ 

年４月１日付けで公文書管理規則を改正し、一律１０年に延長した経緯がある。 

改正の理由は、補助金債権を私債権と解した場合、民法により私債権の時効期間 

が１０年とされていたことから、当該時効期間に合わせて保存期間を設定すると 

いうものであった。 

これにより、補助金関係書類については、各所管課が保存期間を一律１０年と 

する個別フォルダ（〇〇補助金関係書）を文書管理システムに設定することとな 

った。 

今回の監査において、監査対象部局における補助金関係書類に係る保存期間の 

設定状況を確認したところ、保存期間を１０年とする個別フォルダ（〇〇補助金 

関係書）を設定していた事例よりも、１０年よりも短い支出負担行為関係書等の 

各手続に合致する共通フォルダに保存している事例が多数確認された。 

（イ）問題点 

手続ごとに別々のフォルダに保存し、誤った保存期間を設定することにより、 

原本の電子データが保存期間満了前に廃棄されることになる。 
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また、他の私債権に係る文書が１０年保存とされておらず、補助金の保存期間 

のみが時効を考慮した設定となっており、１０年保存の妥当性については疑問の 

余地がある。 

（ウ）意見 

補助金関係書類について、上記の問題点等を総合的に考慮した上で、保存期間 

を一律１０年とすることの妥当性について検討する必要があると考える。 

 

（参考） 

見受けられた事例 

手続 保存フォルダ名 保存期間 

補助金額の確定

（支出負担行為） 

契約書及び契約締結に係る支出負担行為伺

書、施行決定、執行伺等（契約期間が３年を

超える長期継続契約に係るものを除く） 

３年 

支出命令 支出命令（恩給及び退職年金・公有財産購

入費・補助金・補償、補填及び賠償金） 

１０年 

概算払の精算 精算書 ５年 

 

公文書管理規則 抜粋 

別表 

公文書の区分 保存期間 

補助金の申請及び交付に関するもの １０年 

  
 

「公文書の保存期間の変更等について」（平成２４年８月１７日付け総務課長通知） 抜粋 

１ 文書の保存期間の変更について 

（１）改正点 

 「補助金の申請及び交付に関するもの」の保存期間を５年から１０年に変更しました。 

（２）改正理由 

   「補助金」の債権としての性質について、これまで一般的には公債権として整理されると

してきたが、各裁判例などによると、補助金の根拠や性質によっては私債権と整理される例

もあるため。（公債権の消滅時効：５年、私債権の消滅時効：１０年） 

 

ウ 文書主管課としての業務を適正に行うための体制整備を検討すべきもの（総務 

局） 

（ア）事案及び問題点 

      上記（２）イで述べたとおり、一部の区役所地域振興課においては、文書主管

課として実施すべき区内各課への周知や書類の提出依頼が十分に行われていな

かった。 

      また、依頼文書等の記載内容については、区ごとにばらつきが見受けられた。 

（イ）意見 

      制度所管課である総務課においては、区役所における文書事務が適正に行われ

るよう、制度内容や事務処理手続等を各区役所に周知徹底するとともに、その実

施状況を定期的にモニタリングする必要があると考える。 
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（参考） 

公文書取扱規程 抜粋 

(総務局長及び局長等の職務) 

第３条 総務局長は、文書事務全般を総括するとともに、文書事務の処理状況について必要な調

査を行い、その結果に基づいて局長等に対して必要な措置を求めることができる。 

２ 局長等は、当該局等における文書事務が適正に行われるよう必要な措置を講じるものとす

る。 

 

エ 文書管理台帳の見直しを検討すべきもの（総務局） 

（ア）事案 

所管課は、文書管理システムにより文書管理台帳を作成することとされている。 

現行の文書管理システムでは、公文書取扱規程で定められている文書の保存場 

所（ウツシカエ、オキカエ収納場所）の内容を入力することができないため、同 

システムにより出力される文書管理台帳は、当該保存場所が空欄となっている。  

また、出力した当該台帳のデータ形式がＰＤＦであることから、そのデータフ 

ァイルに文書の管理に必要な情報を追記することができない。 
＊ウツシカエ：事務室のキャビネット等に保存（現年度文書は上段、前年度文書は下 

段）されている文書について、翌年度に、上段の文書を下段に移しかえ 

ること。 
＊オキカエ：事務室内で保存している文書について、完結した翌々年度に事務室から 

文書庫等へ移すこと。 

（イ）問題点 

所管課は、現行の文書管理システムでは、公文書取扱規程に合致する文書管理 

     台帳を作成することができない。 

（ウ）意見 

制度所管課である総務課においては、文書管理台帳について、公文書取扱規程 

     と文書管理システムとの整合を図り、適正かつ効率的な公文書の管理を行うこと 

ができるよう、システム改修、記載内容の見直し等について検討する必要がある 

と考える。 

 

（参考） 

    公文書取扱規程 抜粋 

(文書管理台帳) 

第４７条 所管課長は、文書管理システムに登録されたフォルダーについて、文書管理台帳(様式

第９号)を毎年度作成しなければならない。 

２ 文書管理台帳は、所管課に備え置き、文書の保存場所、廃棄年月日その他文書の管理に関し

必要な事項を登録しなければならない。 
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公文書取扱規程で定められた文書管理台帳（様式第９号） 

      
 

文書管理システムから出力した文書管理台帳の例 

 
 

   オ 公文書の電子的管理のあり方について（総務局） 

   （ア）事案 

本市の公文書については、文書管理システムを用いた電子決裁等による電子的 

管理が行われているが、紙媒体のものも依然として多数を占めている。 

一方で、近年では、情報通信技術の進展等により、電子メール、職員個人の業 

務パソコン内に保存されているデータ等、電子データによる文書の割合が増加し 

ている。電子データによる文書管理のルールについては、千葉市電磁的記録管理 

要綱等で一定の定めは設けられているものの、長期にわたりルールの見直しや周 

知等は行われておらず、情報通信技術の進展等による近年の状況に対応したもの 

とはなっていない。 
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なお、国においては、行政文書の電子的管理について、令和４年２月７日付け 

で「行政文書の管理に関するガイドライン」を改正し、今後作成・取得する行政 

文書については、原則として電磁的記録で作成されたものを正本・原本として保 

存し、管理するなど、電子的管理の具体的な方策についての制度作りを行ってい 

るところである。 

   （イ）意見 

      制度所管課である総務課においては、国や他都市の動向を注視しながら、公文

書の電子的管理のあり方について検討する必要があると考える。 

 

   カ 備品の適正な確認作業について（所管課、会計室） 

   （ア）事案 

      備品の確認作業については、物品管理者である所管課長が年１回以上実施する 

こととなっているが、多くの所管課では年２回会計室からの照会を契機として実 

施している。 

監査の結果、全体としては、おおむね適正に事務処理されており、備品明細一 

覧表と現物を突合する際に、座席表等の課のレイアウト図に備品番号を記載し照 

合しやすくしている等、工夫をしている所管課が多数見受けられた。 

一方では、１期及び２期を通じ、備品の確認作業が適正に実施されていない所 

管課も複数見受けられた。 

   （イ）原因 

備品の確認作業が適正に実施されない要因として、次の傾向が見受けられた。 

① 保管場所が共用スペース、外部施設、点在等の理由により、日常的に把握する 

ことが困難な場所にある場合 

② 屋外に設置されている、幼児や児童の利用に供されている遊具、素材の性質上 

等、備品票がはがれやすい場合 

③ 組織改正等に伴うレイアウト変更が行われた際に、管理換え、保管場所の修正 

等が行われなかった場合 

④ 多数の備品を管理していることから、複数の人員で行っても数週間の期間を要 

する等、職員の負担が非常に大きい場合 

⑤ 施設の改修、休廃止等に伴い備品を廃棄した際に、繁忙等のため、不用の決定 

等が先送りされている場合 

   （ウ）問題点 

備品の確認作業が行われず、備品明細一覧表と現物の不一致が常態化すると、 

紛失や盗難が発生したとしても気付かないおそれがある。 

また、重要物品に該当する場合、毎年度の決算において作成される財産に関す 

る調書の信頼性にも影響を及ぼすことになる。 

（エ）意見（所管課） 

      所管課においては、備品管理事務の重要性を再認識し、物品管理者をはじめと

して組織的に備品の管理に取り組む必要があると考える。 

      特に、新庁舎への移転を予定している所管課においては、移転前後における備

品明細一覧表と現物の不一致が起こらないよう、改めて備品の確認を徹底する必

要があると考える。 
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（オ）意見（会計室） 

財産の記録管理の制度所管課である会計室においては、備品の確認が適正に実 

施されていない事例が発生していることを認識し、所管課に対して、適正な備品 

の管理・確認方法に関し、具体的な指導・助言を定期的に実行する必要があると 

考える。 

      また、使用場所が特定されている机、キャビネット、カウンター等の備品につ 

いては確認作業を簡素化したり、備品の確認に当たり、バーコードやＱＲコード 

を導入する等、所管課が効率的に備品の確認を行うことができる手法についても 

検討する必要があると考える。 

      さらに、新庁舎移転時においては、新規登録、管理換え、不用決定、その他備 

品明細一覧表の修正など、備品管理上必要な手続が著しく増大することから、紛 

失、手続漏れ等が発生しない対策についても検討する必要があると考える。 
 

   キ 長期間使用していない備品の廃棄等について（会計室） 

（ア）事案及び原因 

      今回の監査において、備品確認の際に保管場所を確認するのみで長期間使用せ 

ず、かつ、他課での再利用も見込めない備品が多数見受けられた。保有し続けて 

いる理由については、「処分方法が分からない」、「廃棄に費用がかかる」、「専門 

業者への委託を要するなどの手間がかかる」といった所管課からの声が複数聞か 

れた。 

     【見受けられた事例：ワープロ、ビデオカメラ、アナログテレビ等】 

   （イ）意見 

      制度所管課である会計室においては、財産の把握、定期的な備品確認における

作業負担の軽減、紛失等のリスク低減等の観点から、所管課に対し、保有する必

要性の薄れた備品について、不用決定の判断基準を示すとともに、速やかに売払

いや廃棄が行われるよう、具体的な指導・助言について検討する必要があると考

える。 

      特に、新庁舎移転の対象課に対しては、積極的に取り組むよう周知を図られた 

い。 

 

   ク 新庁舎移転に向けた効率的な事務処理について（財政局、会計室） 

（ア）事案 

      新庁舎における執務室のレイアウトについては、職位や組織にかかわらず、机 

の仕様や配置を統一化する「ユニバーサルレイアウト」という考え方が導入され 

ることとなり、財政局と会計室では、新庁舎で使用する備品類（机、椅子、キャ 

ビネット等）の調達等の事務処理を進めているところである。 

      また、各所管課では、新庁舎への移転を念頭に、現在、備品や消耗品等の整理 

を順次行っており、庁内掲示板を活用して不用品の再利用先を募集するなど、有 

効活用への取組が行われている。 

さらに、財政局においては、新庁舎移転に際し備品類の数や事務量が膨大にな 

ることを考慮し、新庁舎に移設しない備品類の予定数量の把握、売払い又は廃棄 

に係る処分の一括契約の検討のほか、移転対象となる所管課に対し、備品類を処 

分するか、又は移設するかの判断基準や処分方法、事務処理手順等を周知する準 

備を進めている。 
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（イ）問題点 

新庁舎にて新たに設置される窓側エリアやオープンスペース等における備品 

類及びユニバーサルレイアウトを前提として新規調達される机や椅子等備品類 

の管理手法を検討する必要がある。 

（ウ）意見 

財政局、会計室等が連携し、新庁舎移転が円滑に進められるよう引き続き準備 

を進めるとともに、備品類の有効かつ効率的な管理手法を検討する必要があると 

考える。 

      なお、今回の監査において、新庁舎へ移転する備品の判断基準に迷う声も複数

の所管課から聞かれたことから、移転が円滑に進むよう庁内への周知を順次進め

られたい。 

 

（４）総括意見 

    公文書や備品の適正な管理は、行政事務を遂行する上での最も基本的な事務である 

が、今回の監査において改善すべき事項が確認された。  

公文書及び備品の管理に不具合が発生している背景には、公文書や備品の管理に時 

間と労力を割けない等の所管課の事情のほかに、事務処理に手作業が多く煩雑で職員 

の負担が大きい、システム上の制約等により制度と運用が乖離しているなど、制度所 

管課が対応すべき課題があることが確認された。 

制度所管課においては、既に様々な検討を行っているところであるが、今回の監査 

結果も踏まえ、所管課の業務効率化にも配慮した制度設計や運用手法を検討されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


